
（様式７）

[　　旭  　 区] ３款 ２項 1目 自主企画事業費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1
区役所満足度向上
事業

8,381 8,381 10,368 10,368 △ 1,987 △ 1,987

2 旭区広報事業 3,615 3,399 2,779 2,563 836 836

3
地域課題の解決に
向けた市民協働推
進事業

8,097 8,097 8,106 6,606 △ 9 1,491

4
あさひ魅力発見事
業

6,211 6,211 6,343 6,343 △ 132 △ 132

5
旭区の「農」の魅
力PR事業

948 923 526 506 422 417 〇

6

水・緑・花を暮ら
しに取り入れた旭
区魅力アップ事業
（２０２７年国際
園芸博覧会へ向け
た機運醸成）

5,344 5,344 4,706 4,706 638 638 〇

7
自治会町内会活動
支援事業

3,721 3,721 3,757 3,757 △ 36 △ 36

8
旭ふれあい区民ま
つり

3,300 3,300 3,300 3,300 0 0

9 街の美化運動事業 499 499 518 518 △ 19 △ 19

10
災害に強い区づく
り事業

12,321 12,321 12,182 12,182 139 139 〇

11
地域安全安心普及
推進事業

10,276 10,276 10,731 10,281 △ 455 △ 5

12 区民スポーツ事業 3,353 3,353 3,370 3,370 △ 17 △ 17

13
文化芸術による心
の豊かさ推進事業

6,381 6,381 6,113 6,113 268 268 〇

14
市民活動支援（み
なくる）事業

1,347 1,347 1,363 1,363 △ 16 △ 16

15
青少年健全育成事
業

543 543 551 551 △ 8 △ 8

16
子育て支援情報提
供事業

3,907 3,907 4,044 4,044 △ 137 △ 137

17
子育て・若者支援
事業

3,635 3,635 3,686 3,686 △ 51 △ 51

18
保育所地域子育て
支援事業

5,696 5,668 5,806 5,778 △ 110 △ 110

事　業　計　画　書　目　次　

増△減（５－４）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度



総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

増△減（５－４）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度

19
地域福祉保健計画
事業

4,088 4,088 1,688 1,688 2,400 2,400 〇

20

地域のつながりづ
くりに向けた民生
委員の活動支援事
業

3,280 3,280 3,682 3,682 △ 402 △ 402

21 健康生活支援事業 2,686 2,686 2,668 2,668 18 18

22
認知症をみんなで
ささえるまちづく
り事業

1,507 1,507 1,365 1,365 142 142

23
高齢者生きがいづ
くり支援事業

746 746 856 856 △ 110 △ 110

24
障害者ネットワー
ク推進事業

1,327 1,327 1,764 1,764 △ 437 △ 437

25 ＤＶ対策事業 909 909 914 914 △ 5 △ 5

26
安全で安心な食と
生活環境支援事業

1,112 1,112 1,190 1,190 △ 78 △ 78

27
希望ヶ丘駅周辺の
まちづくりに関す
る検討

0 0 2,760 2,760 △ 2,760 △ 2,760

. 計 103,230 102,961 105,136 102,922 △ 1,906 39



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

係

1

単位 目標

事業スケジュール 通年で実施

課長 係長 予算調整

細事業合計 8,381 10,368

本資料は、公正・適正に作成しました。 今市　明子 内藤　悠喬 米山　水樹

▲ 1,987

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度

7,743 ▲ 1,053
感染症対策環境整備費の
減

新規購入備品の減

差引（増減） 増減説明

ICT環境整備事業 830 1,000

418

４年度

▲ 170

実績に基づく保育協力者
謝金の減

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

区役所窓口サービ
スアンケート評価

単位

％ 実績 実施せず 実施せず

目標 実施せず 実施せず 結果集計中 調整中

決
算

9,790 17,055 15,796
9,790 17,055 15,796

事業概要
正確・迅速・丁寧で親しみやすいサービスの提供に向け、職員研修を実施するとともに、庁舎に関するお客様の要望や旭区改革推進委員
会からの取組を踏まえた庁舎・職場環境の改善、区役所庁舎内の託児室における一時託児サービスを実施します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅲ目標達成に向けた組織運営　信頼される区役所

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

【CS向上事業、ES向上事業】
区役所職員は、区民の方にとって横浜市の行政サービスの顔であり、応対の良し悪しが横浜市のイメージに直結する重要な役割を担って
います。様々なニーズを抱えた区民の方に適切な応対ができるよう、区役所職員向けに応対マナー研修・人権研修を開催し、知識や応対
スキルの向上を図ります。
また、現場意見を活かして課を超えた横断的な職場環境・業務改善を行うことにより、区役所職員が生き生きと働くことのできる組織づ
くりを目指します。
【一時託児サービス事業】
乳幼児を連れて来庁する区民が諸手続きをスムーズに行うことができるよう、一時託児サービスを実施することで、市民サービスの向上
につなげます。
【区民ニーズ迅速対応事業、ICT環境整備事業】
①区民にとって最も身近な行政機関である区役所は、刻々と変化し多様化するお客様のニーズを的確に捉え、迅速に対応することが求め
られます。しかしながら、旭区総合庁舎は竣工から50年以上が経過しており、施設の老朽化が著しく、『市民からの提案』には区の対応
に肯定的な意見がある一方、施設等の改善要望が多く寄せられています。
また、今後は、手続のオンライン化や業務のICT化等、DXの推進による対応も求められていきます。
②区民の方及び職員が快適かつわかりやすく利用でき、効率的に業務執行できる区役所を実現する必要があります。そのために、お客様
からの要望や旭区改革推進委員会等の取組等を踏まえて、区庁舎環境の充実を図ります。

根拠・データ等

【区民ニーズ迅速対応事業、ICT環境整備事業】
・要望への対応実績
　【２年度】対応件数：68件
　　(主な実績)庁舎照明のLED化、感染症予防対策、バイク走行禁止案内の設置、傘滴とりの設置等
　【３年度】対応件数：39件
　　(主な実績)本館１階ロビーチェア更新、感染症予防対策、庁舎照明のLED化、旧食堂の会議室整備等
・オンライン実施回数
　【２年度】オンライン会議実施回数：250回（７～３月）
　【３年度】オンライン会議実施回数：439回（４～３月）

事業指標 年度

事業開始年度 平成17年度

根拠法令・方針決裁等
消防法、建築基準法、駐車場法、建築物の衛生的環境の確保に関する法律、高齢者・障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築促進
に関する法律、横浜市駐車場条例、旭区一時託児サービス事業実施要綱

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

9,589 10,038 11,634 8,381 8,381 8,381
9,589 10,038 11,634 8,381 8,381 8,381

令和４年度 10,368 0 0 0 10,368
8,3810

職員向け研修ア
ンケートのプラ

ス評価

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

80 80

実績 実施せず 97.0

令和５年度 8,381 0 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標

一 般 財 源 等

施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称

・チーム旭で進
める満足度向上

事業
・区民に身近で
信頼される区役

所事業
・一時託児サー

ビス事業

歳出予算科目 3 2会計一般

区役所満足度向上事業

財　源　内　訳

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 総務
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 区役所総務費
事業評価書番号

実績

区民ニーズ迅速対応事業 6,690

▲ 698963265一時託児サービス事業

CS向上事業 484 ▲ 66

ES向上事業 178 178 0

実績に基づく印刷製本費
等の減

単位

ポイン
ト

1

△ 1,987 0 0 0 0 0 △ 1,987

県

目標 実施せず 80 80 80 80

諸収入



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

2

単位 目標

0

0 0 0 0

0

事業スケジュール

〇ホームページ・ツイッター
　通年で実施
〇さんさんガイド
　７月～12月：校正作業　１月：印刷作業　２月：発行準備　３月：発行
〇区民生活・防災マップ
　隔年発行のため令和５年度は発行しません。

0 0 0 0

課長 係長 広報相談

0 0 0

細事業合計 3,615

0

2,779

本資料は、公正・適正に作成しました。 蒲田　仁 尾崎　聖明 平林　真紀子

836

細事業
（事業内訳）

0 0 0

Web広報事業 1,177 40
実績による増（他事業か
らの組替え）

旭区便利帖さんさんガイド発行事業

0 0 0

細事業名称 ５年度

0

1,602 ▲ 1,602 隔年発行による減

0 0 0

差引（増減） 増減説明

0 0 0

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

広報力アップ研
修受講者アン
ケート結果

単位

％

100.0

実績 100.0 100.0

目標 100.0 100.0 100.0 100.0

決
算

1,606 2,772 2,869
1,436 2,675 2,712

事業概要 区民に向けて区・市等の各種事業を広報することで、区政に対する理解、協力を広げ、その円滑な推進を図ります。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策の３つの柱　魅力づくり

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

・多様な行政情報を正確かつ速やかにお知らせする手段として、ホームページ・ＳＮＳを充実させ、行政情報をタイムリーかつ的確に発
信する必要があります。
・年間１万人以上の転入者の旭区での生活の円滑なスタートのため、旭区便利帖さんさんガイド、区民生活・防災マップを配布していま
す。

根拠・データ等

【ホームページアクセス件数】
元年度実績：約201万件／年、月平均約17万件
２年度実績：約219万件／年、月平均約18万件
３年度実績：約150万件／年、月平均約13万件
【ツイッター】
フォロワー数：1,715（令和４年７月時点）
投稿頻度：１日１投稿

事業指標 年度

事業開始年度 平成10年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市インターネット情報受発信ガイドライン、旭区ＷＥＢページ管理・運営要綱

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

2,112 3,306 3,035 3,615 3,615 3,615
2,112 3,306 2,819 3,399 3,399 3,399

令和４年度 2,779 0 0 216 2,563
0 216 3,399

財　源　内　訳

Twitter
フォロワー数

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

2,880 3,240

実績 1,204 1,598

令和５年度 3,615 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 区政推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 広聴広報相談費
事業評価書番号

0

実績

旭区区民生活・防災マップ発行事業 0

2,398 0 2,398 隔年発行による増

1,217

４年度

単位

人

1

836 0 0 0 0 0 836

県

目標 1,800 2,160 2,520

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

旭区広報事業



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

3

単位 目標

事業スケジュール

平成29年度　大規模団地再生事業開始
平成30年度　横浜市が「SDGs未来都市」の選定を受けた（６月）
令和２年度　SDGs特設サイト開設
令和３年度　大規模団地再生事業終了、あさひのつながり応援補助金事業開始
令和４年度　左近山団地の大学生による地域支援事業支援終了
令和６年度　SDGsの取組について、2030年の目標達成に向けた事業の見直し

課長 係長 企画調整

細事業合計 8,097 8,106

本資料は、公正・適正に作成しました。 蒲田　仁 松永　崇 中島　理太郎

▲ 9

細事業
（事業内訳）

地域課題解決型パートナーシップ推進
事業

6,486 ▲ 56
消耗品購入の見直しによ
る減

あさひのつながり応援補助金

細事業名称 ５年度

1,000 0

差引（増減） 増減説明

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

地域の課題に
取り組むパー

トナー数

単位

団体

-

実績 12 12

目標 12 12 13 13 14 -

決
算

3,043 2,563 3,211

3,043 2,563 3,211

事業概要
　地域の課題解決やまちづくりにつながる活動に対する立ち上げや充実化を支援し、多様な主体の参画を促すことで、SDGｓの目標達成
につながるパートナーシップを推進します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策の3つの柱　「地域の力」

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　取組を通じて地域課題の解決に向けたパートナーシップが広がることで、持続可能なまちづくりを目指します。
＜地域課題解決型パートナーシップ推進事業＞
　旭区では人口減少や少子高齢化に伴い、様々な課題が顕在化している地域があります。その中でも大規模団地では、20年以上続く人
口減少と超高齢化に伴う課題に対応するため、平成29年度から大規模団地再生に向けたモデル事業として、地域・企業・行政による協
働のまちづくりを実施していました。また、平成30年に横浜市が「SDGs未来都市」に選定されたことを受け、令和２年度に特設サイト
を立ち上げ、SDGｓの視点で様々なパートナーが連携し地域課題に取り組む先進事例を発信してきました。
　大規模団地再生事業が令和３年度で終了したことを受けて、この事業で得られた成果を活かし、地域の課題に対して住民が自主的に
行っている活動や、多様な主体の連携を区役所が発信していくことで、SDGｓの目標達成につながるパートナーシップを推進していきま
す。
＜あさひのつながり応援補助金＞
　地域住民のつながりづくりなど、地域課題解決に向けた区民主体の活動の立ち上げを支援します。また、活動支援を通してSDGｓの浸
透を図ります。
＜地域活動におけるICT活用支援＞
　地域の課題解決やまちづくりについては、自治会町内会等の地域活動団体がその重要性を理解し自らが関与を深めることが重要で
す。そのためにICTを活用して地域活動団体の機能強化を図ります。

根拠・データ等

＜地域課題解決型パートナーシップ推進事業＞
・旭区運営方針
・横浜市旭区大規模団地再生ビジョン（平成30年９月）
・旭区区民意識調査
＜あさひのつながり応援補助金＞
・平成30年度に実施した区民意識調査では、地域の住民同士が取り組むべきものとして、４割を超える人が「住民同士の交流や助け合
いの促進」「高齢者や障害者などへのサポートや見守り、介護をしている人への支援」を挙げている。

事業指標 年度

事業開始年度 平成29年度

根拠法令・方針決裁等 あさひのつながり応援補助金交付要綱

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

2,200 3,200 3,800 4,097 4,097 4,097

2,200 3,200 3,800 4,097 4,097 4,097

令和４年度 8,106 0 0 1,500 6,606
0 0 8,097

財　源　内　訳

補助金申請相
談件数

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

15 15

実績 13

令和５年度 8,097 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 区政推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 街づくり推進費
事業評価書番号

実績

地域活動におけるICT活用支援 1,000

667 620 47 新規講座開催に伴う増

6,430

４年度

単位

団体

1

△ 9 0 0 △ 1,500 0 0 1,491

県

目標 15 15 15 15

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

地域課題の解決に向けた市民協働推進事業



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

普及啓発事業 （単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

係

単位

％

1

△ 132 0 0 0 0 0 △ 132

県

目標 ー ー ー 80 80

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

あさひ魅力発見事業

397

実績

あさひくん貸出事業 1,220

2,463 1,238 1,225 事業統合による増

1,100

４年度

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 地域振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 街づくり推進費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称

・商店街振興事業
・「あさひくん」で
つながる旭区の元気

推進事業

歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

あさひくん認知
度

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

80 80

実績 ー ー

令和５年度 6,211 0 0 0 6,211
令和４年度 6,343 0 0 0 6,343

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

2,116 3,416 3,216 5,211 5,211 5,211
2,116 3,416 3,216 5,211 5,211 5,211

80 80

決
算

1,808 3,035 7,107
1,808 3,035 7,107

事業概要
「あさひの逸品」認定商品のＰＲ、文化・観光スポットの整備、旭区マスコットキャラクター「あさひくん」の活用等、旭区の魅力を
発見・発信又は支援し、愛着度向上及び経済活性化を目指します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策の３つの柱　魅力づくり

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

本事業は、区民の皆様に、より区への愛着を持っていただくことを目的に、旭区の魅力を発見・再認識できるよう様々な視点で細目事
業を構成し展開してきました。今後も、旭区の魅力がより幅広い層に認識され愛され続けるよう、各ターゲットに響く事業を継続して
いく必要があります。
＜あさひ文化観光資源発信事業＞ウォーキングルートに標柱を整備し、史跡案内を行っていますが、よりウォーキングを充実させるた
め標柱の整備（点検・修繕）をする必要があります。また、旭区ゆかりの武将、畠山重忠を契機とした魅力発信に向けた取組を実施し
ます。
＜商業振興事業＞あさひの逸品を活用し、商店街の活性化や地域経済及び地域コミュニティの発展を目指します。
＜貸出事業・普及啓発事業＞あさひくんを通じ、自然豊かで温もりある旭区の魅力を積極的に発信し、子育て世代をはじめ多くの方々
に選ばれ続ける「ふるさと旭」の実現を目指します。

根拠・データ等
＜あさひ文化観光資源発信事業＞令和元年度に実施した旭ガイドボランティアの会ガイドでは、合計234人が参加
＜商業振興事業＞29年度409店、30年度363店、元年度331店、令和２年度322店、令和３年度327店

事業指標 年度

事業開始年度 平成24年度

根拠法令・方針決裁等
旭区あさひの逸品選定要綱、「旭区マスコットキャラクター　あさひくん」図形使用取扱要綱、「旭区マスコットキャラクター　あさ
ひくん」着ぐるみ等貸出要綱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

ウォーキングイ
ベント参加者満

足度

単位

％

80

実績 ー ー

目標 ー ー ー 80

あさひ文化観光資源発信事業 3,104 ▲ 2,004
畠山重忠公関連事業の縮
小のため

商業振興事業

細事業名称 ５年度

旭区魅力・ライフスタイル等発信事業

220 1,000
新規着ぐるみ作成による
増

0 750 ▲ 750 事業終了のため減

新規イラスト及びグッズ
作成費の増

差引（増減） 増減説明

あさひくん普及啓発事業 1,428 1,031

課長 係長 地域活動

細事業合計 6,211 6,343

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　一己 飯田　修平 池田　拓実

▲ 132

細事業
（事業内訳）

4

単位 目標

事業スケジュール
＜あさひの文化観光資源発信事業＞平成27年度：事業開始
＜商業振興事業＞ホームページや冊子での広報及び冊子更新（通年）
＜貸出・普及啓発事業＞着ぐるみ及び画像データの貸出し及び啓発活動（通年）



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

単位

％

1

422 0 0 5 0 0 417

県

目標 80 80 80 80 80

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

旭区の「農」の魅力PR事業

実績

農業体験事業 370

88 76 12
熱中症対策物品購入のた
めの増

50 50 60

490

４年度

60

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 地域振興
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充

自主企画事業費 街づくり推進費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

農業体験
参加者満足度

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

80 80

実績 100.0 100.0

令和５年度 948 0 0 25 923
令和４年度 526 0 0 20 506

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

722 722 722 948 948 948

602 602 602 923 923 923

80 80

決
算

694 587 510

574 547 390

事業概要 　地場野菜の直売及び野菜収穫体験や農業体験を通じ、区内農業を広く周知するとともに地産地消を推進します。

運営方針等との関連
令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策
魅力発信、水・緑・花・スポーツ・文化によるつながりづくりを推進

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

農を身近に感じ暮らしに定着させるとともに、区民の区内農業への関心向上、地産地消の推進が求められています。
　そのため、区民が農を楽しみ支援する取組や地産地消にふれる機会の提供が必要です。
　区民が身近に農を感じる場を作ることで、旭区の農の魅力PR、地域の活性化につなげていきます。

根拠・データ等
　旭区には、市内の緑の７大拠点のうち３拠点（大池・川井・矢指）があり、経営耕地面積は18区中９位です。
（令和２年１月１日固定資産概要調書より）

事業指標 年度

事業開始年度 平成24年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市の都市農業における地産地消の推進等に関する条例

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

収穫体験
参加者満足度

単位

％

80

実績 中止 中止

目標 80 80 80 80

地産地消推進事業（あさひの朝市） 90 400
リーフレット改訂、園芸
博ＰＲ物品による増

地場野菜収穫体験事業

細事業名称 ５年度

360 10
熱中症対策物品購入のた
めの増

差引（増減） 増減説明

課長 係長 生涯学習支援

細事業合計 948 526

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　一己 真栄田　久恵 川見　理枝

422

細事業
（事業内訳）

5

区民の地産地
消関心度

単位

％

目標

事業スケジュール

・地場野菜収穫体験事業（７月、12月）
　協力農家打合せ（５月、10月）参加者募集・抽選（６月、11月）
・農業体験事業（５月～12月）
　協力農家打合せ（４月）参加者募集・抽選（５月）
・地産地消推進事業
　「あさひの朝市」を年間15回開催（区役所12回、区民利用施設３回）



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

係

単位

％

1

638 0 0 0 0 0 638

県

目標 90 90 95 95 95

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

水・緑・花を暮らしに取り入れた旭区魅力アップ事業（２０
２７年国際園芸博覧会へ向けた機運醸成）

▲ 12

実績 - - 44

温暖化対策推進 144

364 364 0

- 70 80 90

143

４年度

100

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 区政推進
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充

自主企画事業費 街づくり推進費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

環境に関する市民意
識調査

環境の取組に「関心
がある」

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

95 95

実績 85.8 90.9

令和５年度 5,344 0 0 0 5,344
令和４年度 4,706 0 0 0 4,706

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

4,123 4,742 5,777 5,344 5,344 5,344
4,123 4,742 5,777 5,344 5,344 5,344

98 98

決
算

3,799 4,451 3,631
3,799 4,451 3,631

事業概要
水と緑に恵まれた旭区の特性を生かした取組や温暖化対策に貢献する暮らしを推進して、「ふるさと旭」の魅力を高めます。また、花
いっぱい事業を通して魅力あるきれいな街づくりを推進します。

運営方針等との関連 令和３年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策　魅力発信、水・緑・花・スポーツ・文化によるつながりづくりの推進

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　２０２７年国際園芸博覧会の開催を地元から盛り上げていくため、横浜国際園芸博覧会旭区推進協議会とともに機運醸成に向けた取
組を充実させていきます。併せて、花緑に関する既存事業でも園芸博覧会のＰＲを積極的に行っていきます。
　旭区は、緑の10大拠点のうち３つの拠点が所在し、区の中心を帷子川が流れているなど豊かな自然環境を有しています。平成30年度
の区民意識調査においても、多くの方々が区内の水・緑に親しんでいることが伺えます。今後もより多くの方々が自然に親しむことが
できる機会を作ることにより、区への愛着を醸成する必要があります。
　本市では、横浜市地球温暖化対策実行計画に基づき温室効果ガス排出量削減に取り組み、排出を抑制する「緩和策」と、環境変化に
対処する「適応策」に取り組む必要があります。また、部門別二酸化炭素排出量では、全国と比較すると本市は家庭部門の占める割合
が大きく、区民一人ひとりが温室効果ガス削減に取り組む必要があります。

根拠・データ等

■平成30年度旭区区民意識調査
住みやすい点として、約45%の回答者が「緑（公園）が多い」を挙げ、生活環境では、約61％の回答者が「公園・水辺の遊び場・緑地の
整備」に「満足・やや満足」を選択している。
■家庭部門が占める二酸化炭素排出量の割合
本市：29.4％、全国：15.9％（ともに2020年度速報値）

事業指標 年度

事業開始年度 平成６年度

根拠法令・方針決裁等 地球温暖化対策の推進に関する法律、横浜市地球温暖化対策実行計画

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

環境学習
満足度

単位

％

98

実績 ー 97.6

目標 ー 95 98 98

ホタルの舞う里づくり 143 0

ふるさとの川環境学習

花いっぱい事業 3,505 3,305

細事業名称 ５年度

２０２７年国際園芸博覧会へ向けた機
運醸成

144 0

500 50 450
協議会による広報活動の
拡充のため

実績に合わせた減

差引（増減） 増減説明

緑のカーテンづくり推進 688 700

課長 係長 企画調整係

細事業合計 5,344 4,706

本資料は、公正・適正に作成しました。 蒲田　仁 松永　崇 長谷川 哲史

638

細事業
（事業内訳）

国際園芸博覧会
の認知度

単位

％

6

目標 - -

200

事業スケジュール

＜ホタルの舞う里づくり＞平成18年度：事業開始、18年度に若葉台、令和２年度に旭北地区でも事業開始し現在２地区で実施
＜ふるさとの川環境学習＞平成19年度：事業開始
＜温暖化対策推進＞平成19年度：事業開始
＜緑のカーテンづくり推進＞平成18年度：事業開始
＜２０２７年国際園芸博覧会へ向けた機運醸成＞令和３年度：事業開始
＜花いっぱい事業＞平成６年度：事業開始

国際園芸博覧会機運醸成
事業実施による増



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

2,105 0

差引（増減） 増減説明

加入促進のPR 324 360

自治会町内会
加入率

7575 75

在庫の活用による減▲ 36

実績

自治会への依頼物品配送費 2,105

7

単位 目標

細事業名称 ５年度

単位

％

75

実績 76.5 76.0

目標 75 75 75

事業スケジュール

１ 地域活動のつどい：自治会町内会の役員（会長除く）を永年務められた方々への功労者表彰式を実施します（令和５年12月）。
２ 自治会町内会長感謝会：自治会町内会長の職を永年務められた方々への功労者表彰式を実施します（令和６年３月）。
３ 自治会への依頼物品配送費：旭区連合自治会町内会連絡協議会定例会で承認を受けた配布物を、「自治だより」として各自治会町内
会に配送します。
４ 加入促進のＰＲ：転入者への配布物等を作成し、自治会町内会活動のPR等を行い、自治会町内会への加入促進を図ります。

176 0

自治会町内会長感謝会

課長 係長 地域活動

細事業合計 3,721 3,757

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　一己 飯田　修平 石川　琴乃

▲ 36

細事業
（事業内訳）

地域活動のつどい

決
算

2,859 2,860 3,234

2,859 2,860 3,234

事業概要
　行政と地域住民を結ぶ基礎的な自主的任意組織である自治会町内会と行政の円滑な連携の構築を図り、自治会町内会活動を区民に対
しＰＲすることにより、活動の活性化や自治会町内会への加入促進を図ります。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅲ目標達成に向けた組織運営　つながりによるチャレンジ

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　約240ある自治会町内会のうち、毎年半数近い自治会町内会が役員の交代を行っており、十分な引継ぎがないことによる事業の遅れな
どの課題があります。また、旭区では高齢化が進んでおり、役員のなり手が不足している自治会町内会も見受けられるため、表彰制度
による自治会町内会員の意欲向上や、加入促進に資する支援をする必要があります。

根拠・データ等
旭区内自治会町内会数
地区連合自治会町内会：19団体
単位自治会町内会：236団体

事業指標 年度

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等 旭区地域活動のつどい功労者表彰実施要綱、横浜市自治会町内会長永年在職者表彰要綱、旭区自治会町内会長永年在職者表彰要綱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

3,811 3,811 3,811 3,721 3,721 3,721

3,811 3,811 3,811 3,721 3,721 3,721

令和４年度 3,757 0 0 0 3,757
0 3,721

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

実績

令和５年度 3,721 0 0

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 地域振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 地域コミュニティ費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号

諸収入
一 般 財 源 等

施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

一般

自治会町内会活動支援事業

会計

1,116 1,116 0

176

４年度

単位

1

△ 36 0 0 0 0 0 △ 36

県

目標



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

8

単位 目標

事業スケジュール

６月：実行委員会開催
７月：補助金申請
８月：補助金交付
10月：区民まつり開催
３月：精算報告

課長 係長 地域活動

細事業合計 3,300 3,300

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　一己 飯田　修平 佐藤　和穂

0

細事業
（事業内訳）

旭ふれあい区民まつり 3,300 0

細事業名称 ５年度 差引（増減） 増減説明

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

来場者満足度
（％）

単位

％

80

実績

目標 80 80 80 80

決
算

3,800 3,300 212

3,800 3,300 212

事業概要
旭ふれあい区民まつりを開催し、行政や区民団体の活動ＰＲの場を設け、区民とのふれあいと旭区の魅力の再発見と、ふるさと意識の
高揚を図り、地域の連帯感を強め、行政と区民が協働する魅力的な街づくりを目指します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策の3つの柱　「地域の力」

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

旭ふれあい区民まつりを開催し、行政や区民団体の活動ＰＲの場を設け、区民とのふれあいと旭区の魅力の再発見と、ふるさと意識の
高揚を図り、地域の連帯感を強め、行政と区民が協働する魅力的な街づくりを目指します。
少子・高齢化、核家族化の進行を背景に、地域の担い手が不足するなど、地域への愛着心を高め、コミュニティの活性化を図る必要が
生じています。多くの区民が旭区に暮らし続けたいと思うような、ふるさと意識を高める必要があります。

根拠・データ等

【旭ふれあい区民まつり実行委員会が提出する事業完了報告書・事業決算書に基づく来場者数実績】
元年度　55,000人
２年度　オンラインフェスティバル開催
３年度　中止（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため）

事業指標 年度

事業開始年度 平成６年度

根拠法令・方針決裁等 旭ふれあい区民まつり補助金交付要綱

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

3,800 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300

3,800 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300

令和４年度 3,300 0 0 0 3,300
0 0 3,300

財　源　内　訳

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

実績

令和５年度 3,300 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 地域振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 地域コミュニティ費
事業評価書番号

実績

3,300

４年度

単位

1

0 0 0 0 0 0 0

県

目標

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

旭ふれあい区民まつり



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

9

単位 目標

事業スケジュール 清潔できれいな街づくりの推進を通年で実施

課長 係長 地域活動

細事業合計 499 518

本資料は、公正・適正に作成しました。 田嶋　幸彦 三浦　正 樋口　智子

▲ 19

細事業
（事業内訳）

街の美化清掃 136 ▲ 5 ３年度実績に基づく減

不法投棄防止対策

細事業名称 ５年度

54 0

差引（増減） 増減説明

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

区民意識調査
ごみ対策に対
する満足度

単位

％

57.5

実績 55.5 55.5

目標 55.5 55.5 55.5 57.5 57.5 57.5

決
算

526 568 413

526 568 413

事業概要
区民・事業者・行政が協働して、地域清掃活動や不法投棄防止対策を実施し、清潔できれいな街づくりを推進します。また、土壌混合
法の普及啓発を実施します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策　安心・健やかな暮らしの推進

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　「ヨコハマ３Ｒ夢プラン」に基づき、きれいなまちづくりやリデュース（発生抑制）の取組を進めます。
　旭区ではポイ捨て及び不法投棄が後を絶たないため、美化推進重点地区を中心に地域と連携した美化活動を行い、ごみを捨てづらい
環境整備に向けてきれいなまちづくりを推進していく必要があります。清掃活動を市民に公開することにより環境美化推進の啓発にも
つながります。
　また、土壌混合法の普及啓発を実施し、各家庭における生ごみの減量につなげます。

根拠・データ等
■旭区区民意識調査（ごみ対策（分別・リサイクル・不法投棄など）への満足度）
　「満足」「やや満足」と回答した割合：平成23年度50.6％、平成26年度54.0％、平成30年度55.5％
■資源循環局政策調整課　公表データ

事業指標 年度

事業開始年度 平成６年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市空き缶等及び吸い殻等の散乱防止に関する条例・同施行規則、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

699 704 540 499 499 499

699 704 540 499 499 499

令和４年度 518 0 0 0 518
0 0 499

財　源　内　訳

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

実績

令和５年度 499 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 地域振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 地域コミュニティ費
事業評価書番号

実績

土壌混合法普及啓発事業 54

314 328 ▲ 14 ３年度実績に基づく減

131

４年度

単位

1

△ 19 0 0 0 0 0 △ 19

県

目標

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

街の美化運動事業



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

普及啓発事業 （単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

係

単位

％

1

139 0 0 0 0 0 139

県

目標 55 55 55

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

災害に強い区づくり事業

0

実績

防災講演会 389

9,200 8,448 752
ハザードマップ調達量増
加等による増

60 60 70

652

４年度

70

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 総務
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充

自主企画事業費 防犯・防災・安全対策費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

災害対策として食
料・水を３日分以
上備えている割合

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

60 60

実績 36.4 48.4

令和５年度 12,321 0 0 0 12,321
令和４年度 12,182 0 0 0 12,182

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

10,131 10,208 11,369 12,321 12,321 12,321
10,131 10,208 11,369 12,321 12,321 12,321

35 30

決
算

10,407 10,958 11,210
10,407 10,958 11,210

事業概要 地域防災団体及び区役所の災害対応力の向上を目的とし、各種防災施策を実施します。

運営方針等との関連 旭区運営方針　目標達成に向けた施策の３つの柱　防災・防犯・交通安全対策の推進による安全・安心なまちづくり

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①自然災害を含むあらゆる危機に対し、自助・共助・公助それぞれが、防災・減災意識の高揚、災害対応能力の向上が必要である。ま
た、少子高齢化に伴い担い手が不足するなど、地域防災力の維持向上に向けた取組が必要となる。
　要援護者の避難場所の確保は、本市としても課題となっており、旭区では区内66施設の福祉避難所を設置している。
②各事業の目的・効果
(1)防災訓練の支援等により区民等に対し「自助」「共助」の意識醸成、地域防災力強化、各種ＨＭを活用した危険箇所の周知
(2）区本部資機材等の適正な維持管理及び各機関との連携強化による災害対応力の向上、拠点開設訓練支援及び資機材取扱講習会の
  実施により、発災時の地域防災拠点運営能力の向上、各資機材の適正な維持管理
(3)防災研修会（ご近助マニュアル研修会）の対象者を中学生以上に拡充することによる担い手不足の解消
(4)災害時における医療体制確保のため、平常時から区内の医療関係団体、災害拠点病院、その他関係機関と情報交換や
 通信訓練等を実施し、連携を強化
  区民に対する災害時医療体制に関する普及啓発の実施
(5)発災時の速やかな福祉避難所開設と円滑な運営が行えるよう、連絡会の開催や訓練を継続して実施
   避難対象外の方が避難してくることを防ぐための地域住民への普及啓発の実施

根拠・データ等

１　元禄型関東地震発生時の旭区内の最大震度　６強【横浜市地震被害想定調査報告書（平成24年10月）】
２　元禄型関東地震発生時の旭区内の想定避難者数　19,064人【横浜市地震被害想定調査報告書（平成24年10月）】
３　旭区内の土砂災害警戒区域（令和４年３月現在の指定区域数）114箇所
４　横浜市民の防災・減災の意識、取組に関するアンケート調査結果（令和３年度・旭区抽出）
　　訓練に参加したことがない方の割合　38.0％（令和３年度）
　　災害対策として食料・水を３日分以上備えている割合　48.4％（令和３年度）
５　地区連合19連合、地域防災拠点37拠点での防災訓練、実施回数　計56団体中、27団体が実施（令和３年度）

事業指標 年度

事業開始年度 平成７年度

根拠法令・方針決裁等 災害対策基本法、横浜市防災計画、旭区防災計画、旭区災害ボランティア連絡会補助金交付要綱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

訓練等に参加した
ことがない方の割
合

単位

％

30

実績 47.2 38

目標 35 35

防災訓練事業 1,347 ▲ 695
訓練資機材の調達完了に
よる減

防災活動事業

災害時医療事業 632 647

細事業名称 ５年度

帷子川改修予定区間カメラ管理事業

289 100
撮影委託費の実績による
増

810 810 0

差引（増減） 増減説明

災害ボランティア連絡会補助事業 150 150

在庫活用等による消耗品
費の見直し

課長 係長 庶務

細事業合計 12,321 12,182

本資料は、公正・適正に作成しました。 今市　明子 猪子　晋平 松浦　辰明

139

細事業
（事業内訳）

10

防災体制が向上し
た福祉避難所の割
合

単位

％

目標

▲ 15

事業スケジュール

・防災訓練事業等：各訓練支援(通年)、防災研修会(６～３月：計８回)、防災講演会(２月頃)、
　　　　　　　　　災害ボランティア連絡会補助事業(６月)、帷子川改修予定区間カメラ管理(通年)
・災害時医療事業：通信訓練(４､６､８､10､12､２月)、のぼり旗掲出訓練(10月)
　　　　　　　　　区災害医療連絡会議(団体との調整により日程決定)
・福祉避難所開設・運営支援事業：福祉避難所連絡会(7月～9月､11月～2月)、開設運営訓練等(9月～10月)、コーディネーター派遣(通
年)

訓練周知方法の見直しに
よる

福祉避難所開設・運営支援事業 488 491 ▲ 3



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

普及啓発事業 （単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

係

単位

％

1

△ 455 0 △ 450 0 0 0 △ 5

県

目標 ― ― 90 90 90

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

地域安全安心普及推進事業

0

実績

地域交通安全対策 771

910 910 0

2,854

４年度

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 地域振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 防犯・防災・安全対策費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称 交通安全対策事業歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

振り込め詐欺対
策支援満足度

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

90 90

実績 ― 93.4

令和５年度 10,276 0 0 0 10,276
令和４年度 10,731 0 450 0 10,281

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

2,534 3,869 4,281 10,281 10,281 10,281
2,534 3,869 4,281 10,281 10,281 10,281

75 75

決
算

2,417 3,478 3,478
2,417 3,478 3,478

事業概要
　防犯・防災・交通安全を一体とし、安全・安心意識啓発の実施や自主防犯活動団体等への支援を行い、安全で安心なまちづくりを推
進します。また、区内の交通安全意識のさらなる向上と交通事故防止を図るため、地域交通安全対策、スクールゾーン対策及び放置自
転車・違法駐車追放対策を実施します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　目標達成に向けた施策の３つの柱　１　安全・安心

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

【防犯】
区内の刑法犯認知総件数は減少傾向ですが、高齢者を狙った振り込め詐欺が依然として発生しているため、防犯・防災・交通安全を一
体とし、安全・安心意識啓発事業の実施、自主防犯活動団体等への支援を行い、「自らのまちは自ら守る」意識を高め、安全で安心な
まちづくりを推進します。
　
【交通安全】
区内の交通事故発生件数のうち、子ども(15歳以下)と高齢者（65歳以上）が３割以上を占めています。そのため、交通事故の被害者と
なりやすい子どもと高齢者の交通安全に対する意識の向上及び事故防止を推進します。
また、放置自転車・バイクは街の美観を損ない、歩行者、障がい者の通行が阻害され、緊急車両の通行・活動を妨げる障害物となり得
ることから、活動を通じて地域住民や警察等と協力して安全なまちづくりを目指します。

根拠・データ等

【区内振り込め詐欺犯罪認知件数（被害額）】
元年度：104件（約１憶3800万円）　２年度：38件（約5,500万円）　３年度：45件（約6,900万円）
【スクールゾーン要望対応状況（実施／要望）】
元年度：92件／130件　２年度： 73件／105件　３年度：100件／129件
【交通事故発生件数】
元年度：623件（うち子ども54件、高齢者184件）２年度：556件（うち子ども60件、高齢者187件）
３年度：519件（うち子ども33件、高齢者163件）

事業指標 年度

事業開始年度 平成16年度

根拠法令・方針決裁等
旭区まちぐるみ地域防犯推進事業助成金交付要綱、旭区子ども110番の家・車設置事業補助金交付要綱、旭区安全安心功労者区長表彰要
綱、旭区スクールゾーン推進組織助成金交付要綱、旭区違法駐車追放等地区協議会活動補助金交付要綱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

スクールゾーン
対応割合

単位

％

75

実績 69.5 77.5

目標 75 75 75

地域防犯推進事業 3,309 ▲ 455 振り込め詐欺対策電話機等購入費補助金事業

終了による減

こども安全安心事業

細事業名称 ５年度

違法駐車追放等対策

771 0

367 367 0

差引（増減） 増減説明

スクールゾーン対策 5,374 5,374

課長 係長 地域活動

細事業合計 10,276 10,731

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　一己 三浦　正 佐藤　和穂

▲ 455

細事業
（事業内訳）

11

単位 目標

事業スケジュール

①地域防犯推進事業：安全安心フェア開催（9/30）、まちぐるみ地域防犯推進事業助成金（通年）、振り込め詐欺対策電話録音機貸与
（通年）
②こども安全安心事業：実行委員会（５月）、補助金交付（通年）、防犯ブザー配布（２～３月）
③地域交通安全対策：交通安全キャンペーンの実施（年４回）、シルバーリーダー研修会の実施(区研修会:４月、市研修会10月)、交通
安全教室の実施（中高生向け・高齢者向け各１回　９～12月）
④スクールゾーン対策：スクールゾーン対策協議会（６月）、助成金交付(７～10月)　協議会の要望に基づく通学路の安全点検及び施
工箇所完了検査（６月～３月）
⑤違法駐車追放等対策：補助金交付(８～９月)



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

12

事業スケジュール

・スポーツ祭
　平成６年：事業開始　８月～11月にかけて10種目の地区大会が行われます。
・旭区大なわとび大会
　平成15年：事業開始　９月～12月にかけて地区予選会、1月～2月旭区大なわとび大会を実施

課長 係長 生涯学習支援

細事業合計 3,353 3,370

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　一己 奥津　哲也 奥津　哲也

▲ 17

細事業
（事業内訳）

スポーツ協会事業 400 0

旭区民スポーツ祭事業

細事業名称 ５年度

353 0

差引（増減） 増減説明

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

スポーツ祭
参加者数

単位

人

10,000

実績 中止 中止

目標 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

決
算

3,455 3,267 885

3,455 3,267 885

事業概要
　スポーツを通じて、区民の体力向上・健康維持、青少年の健全育成及び地域の連携を促すとともに、人や地域のつながりを密接に
し、地域の活性化を図ります。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅱ 目標達成に向けた施策の３つの柱　地域の力

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　旭区では高齢化率が高まっており、健康維持の面でもスポーツ活動の役割が期待されています。区民の体力向上や健康の維持を促進
させ、身近な地域でスポーツ活動を行うことで、世代、性別、ハンディキャップを超えた交流により、地域のつながりを強めることが
求められています。

根拠・データ等

１　スポーツ協会事業
　　令和３年度の13競技部による大会の実施数：25回
　　※一部の競技大会において、新型コロナウイルス感染症の影響により中止
２　令和元年度旭区民スポーツ祭事業の参加者数：9,305人
　　※令和２年度及び３年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止
３　令和元年度旭区大なわとび大会の参加者数：1,144人
　　※令和２年度及び３年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止

事業指標 年度

事業開始年度 平成６年度

根拠法令・方針決裁等
スポーツ基本法、横浜市スポーツ推進委員規則、旭区体育協会補助金交付要綱、旭区スポーツ推進委員連絡協議会に対する
活動補助金交付要綱、旭区スポーツ推進委員連絡協議会会則、旭区民スポーツ祭補助金交付要綱、旭区大なわとび大会事業補助金交付
要綱、旭区民スポーツ祭実施要項

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

3,396 4,673 3,371 3,500 3,500 3,500

3,396 4,673 3,371 3,500 3,500 3,500

令和４年度 3,370 0 0 0 3,370
0 0 3,353

財　源　内　訳

旭区大なわと
び大会参加者

満足度

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

80 80

実績 中止 中止

令和５年度 3,353 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 総務
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 文化・ｽﾎﾟｰﾂ・学習振興費
事業評価書番号

旭区大なわとび大会事業 353

2,600 2,617 ▲ 17
前年度実績による消耗品
費の減

400

４年度

単位

％

1

△ 17 0 0 0 0 0 △ 17

県

目標 80 80 80 80 80

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

区民スポーツ事業



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

普及啓発事業 （単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

係

単位

人

1

268 0 0 0 0 0 268

県

目標 30 30 30 35 40

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

文化芸術による心の豊かさ推進事業

▲ 5

実績 コロナ禍で中止
①666回視聴
②760回視聴

旭区文化振興会事業 1,770

2,000 2,000 0

80 80 80 80

2,011

４年度

80

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 地域振興
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充

自主企画事業費 文化・ｽﾎﾟｰﾂ・学習振興費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称 読書活動推進事業歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

ビブリオバトル
参加・聴講者数

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

40 40

実績 コロナ禍で中止 コロナ禍で中止

令和５年度 6,381 0 0 0 6,381
令和４年度 6,113 0 0 0 6,113

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

6,822 6,092 6,092 6,381 6,381 6,381
6,822 6,092 6,092 6,381 6,381 6,381

20,000 20,000

決
算

6,456 2,656 1,168
6,456 2,656 1,168

事業概要

旭区に身近な文化芸術環境の提供と心豊かな区民生活の実現を図るため、文化芸術活動支援事業、横浜旭ジャズまつり支援事業及び旭
区文化振興会事業を展開します。
旭区読書活動推進目標（令和元年度制定）に基づき、区役所、図書館、学校、読書活動団体と連携し、区内で活発な読書活動を推進す
るための事業を展開します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策の３つの柱　魅力づくり

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

文化芸術活動については、アクティブ層の高齢化により、活動継続が困難となっているなど、世代交代に関し課題を抱えています。
このような課題に対し、区民が身近な所で文化芸術に触れる環境を提供するため、区内で行われる文化芸術活動を支援し、地域のつな
がりや連帯感の醸成を図っていきます。また、区内の活力ある文化芸術団体の自立・発展及び新たな担い手の育成や団体のチャレンジ
を促し、文化芸術による潤いある心豊かな区民生活の実現を図ります。

読書については、若者の活字離れ、地域の書店の閉鎖が続く中、いかに乳幼児から高齢者まで市民一人一人が豊かな文字・活字文化の
恵沢を享受する環境づくりを行うかが課題です。平成26年度に制定された「横浜市民の読書活動の推進に関する条例」に基づき策定し
た「旭区読書活動推進目標」に沿った事業を展開することで、区内における活発な読書活動を推進し、より多くの区民が読書を通じた
実り豊かな人生を送れるようにします。

根拠・データ等

事業実施団体から提出される事業完了報告書（参加人数等）に基づく。
【文化関連事業参加者実績】
　29年度：21,849人、30年度：21,545人、元年度：20,109人、2年度：1,883人、3年度：2,965人
　※文化芸術活動支援事業、旭ジャズまつり、旭区民文化祭の合計

読書　・ビブリオバトル大会参加者　令和元年度：29人　令和２・３年度は中止
　　　・読書講演会参加者　令和元年度：73人　令和２年度は中止　令和３年度　①最首悟氏講演会　666回視聴　②図書館にゆかりの
ある３人の作家による鼎談」　760回視聴（①②ともオンライン配信）

事業指標 年度

事業開始年度
平成6年度

（読書は令和元年度）

根拠法令・方針決裁等 旭区文化事業補助金交付要綱、横浜市民の読書活動の推進に関する条例、

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

文化関連事業参
加者数

単位

人

20,000

実績 1,883 2,695

目標 20,000 20,000 20,000 20,000

文化芸術活動支援事業 2,014 ▲ 3 事務費の見直しによる減

横浜旭ジャズまつり支援事業

読書活動推進事業 443 170

細事業名称 ５年度

読書講演会事業

1,770 0

58 55 3 消耗品費の増

事務費の見直しによる減

差引（増減） 増減説明

ビブリオバトル事業 99 104

課長 係長 生涯学習支援

細事業合計 6,381 6,113

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　一己 真栄田　久恵 松本　浩輔

268

細事業
（事業内訳）

13

講演会参加人数
単位

人

目標 80 80

273

事業スケジュール
・文化関連事業
　平成６年より事業開始、区内文化芸術活動団体が行う文化芸術活動に対し、補助金交付や広報協力等の支援を実施。

ワークショップの開催に
伴う使用料の増等



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

団体・
人

1

△ 16 0 0 0 0 0 △ 16

県

目標 300 250 250 250 270

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

市民活動支援（みなくる）事業

実績 91 92

80 95 95 95

1,347

４年度

95

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 地域振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 文化・ｽﾎﾟｰﾂ・学習振興費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

登録団体・人材
バンク登録者数

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

270 270

実績 285 241

令和５年度 1,347 0 0 0 1,347
令和４年度 1,363 0 0 0 1,363

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

573 990 1,363 1,347 1,347 1,347
573 990 1,363 1,347 1,347 1,347

150 150

決
算

569 971 1,354
569 971 1,354

事業概要
　区民の自主的な市民活動・生涯学習を支援するため、旭区市民活動支援センター「みなくる」は、地域に根ざした運営を目指し、区
民の様々な要望に応えながら、活動拠点としての役割を果たしていきます。
　また、活動団体支援のほか、新たな地域の担い手発掘を目指した講座・イベントの展開やセンター機能の強化を図ります。

運営方針等との関連
令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策
魅力発信、水・緑・花・スポーツ・文化によるつながりづくりを推進

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　生涯学習やサークルを始めとした各種市民活動が盛んな地域特性やニーズに応え、地域に密着した活動支援拠点としての機能が求め
られています。新型コロナウイルス感染症の影響下における生活環境の変化、高齢化など社会課題を掴み、適時的確な支援の提供、新
たな担い手の育成などにも取り組んでいきます。
　旭区において多くの地域活動が展開され、地域課題の解決につながります。

根拠・データ等
市民活動支援センターは各区に１館設置
その運営は、直営と民間委託があり、旭区市民活動支援センターは旭区の直営施設です。

事業指標 年度

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等

・社会教育法　・生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律　・横浜市市民協働条例
・第３次横浜市生涯学習基本構想　・横浜市生涯学習推進指針　・横浜市男女共同参画推進条例
・旭区市民活動支援センター運営要綱　・旭区生涯学習支援バンク実施要項　・旭区市民活動支援センター事務取扱要領
・旭区一時託児推進事業実施要領　・市民活動支援センター事業展開ガイドライン

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

相談件数
単位

件

150

実績 103 94

目標 100 100 100 150

市民活動支援センター事業 1,363 ▲ 16 実績に伴う減

細事業名称 ５年度 差引（増減） 増減説明

課長 係長 生涯学習支援

細事業合計 1,347 1,363

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　一己 真栄田　久恵 中村　祐太

▲ 16

細事業
（事業内訳）

14

自主企画事業
参加者満足度

単位

％

目標 80 80

事業スケジュール

令和２年度：＜講座＞「初めてのSNS講座」「おうち時間リフレッシュ講座（３講座）」
　　　　　　＜その他＞団体貸出用ロッカーの増設及び施設内掲示物の刷新、アドバイザー名簿の作成及び区民利用施設に配布
令和３年度：＜講座＞「インターネット活用講座」「区民利用施設職員研修会」「登録団体・アドバイザー研修会」
　　　　　　　　　　「女性のための生涯講座」「いきいき未来講座」
　　　　　　＜その他＞ホームページコンテンツの改善、施設案内サイン設置
令和４年度：＜講座＞「みなくるミニ講座」「ミドル向け講座」「インターネット講座」「区民利用施設職員研修会」
　　　　　　　　　　「生涯学習アドバイザー＆登録団体活動ブラッシュアップセミナー」
　　　　　　＜その他＞「区民まつり」「みなくるWEEK」
令和５年度：＜講座＞「ミドル向け講座」「ICT講座」「区民利用施設職員研修会」
　　　　　　　　　　「アドバイザー研修会」「シニア向け講座」



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位

％

1

△ 8 0 0 0 0 0 △ 8

県

目標 80 80 80 80 80

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

青少年健全育成事業

実績

300 308 ▲ 8
昨年度実績による消耗品
費の減

243

４年度

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 地域振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費
子育て・子ども・青少年育
成費

事業評価書番号 該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

こども未来発
見事業参加者

満足度

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

80 80

実績 中止 中止

令和５年度 543 0 0 0 543
令和４年度 551 0 0 0 551

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

593 593 564 543 543 543

593 593 564 543 543 543

500 500

決
算

554 25 62

554 25 62

事業概要
　青少年団体が行う青少年健全育成を目的とした事業を支援します。また、自然科学への関心を高めるため、小学生向けに科学体験イ
ベント等を実施します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　 目標達成に向けた施策の３つの柱　安全・安心

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　青少年団体の活動を支援することにより、未来を担う子どもたちの健全な育成を図ることを目的としています。
　また、青少年の「理科離れ」が指摘されている中、科学の楽しさを知ってもらうため、「サイエンス教室」、「こども未来教室」、
「体験教室」等を実施することにより、自然や科学、学ぶことへの興味・関心を深めることを目的としています。

根拠・データ等
・令和４年度旭区子ども会育成連絡協議会加入地区数：連合19地区中７地区
・令和元年度こども未来発見事業アンケート結果、報告書
　（令和２、３年度は新型コロナの影響により開催中止）

事業指標 年度

事業開始年度 平成６年度

根拠法令・方針決裁等 神奈川県青少年保護育成条例、旭区青少年団体等活動事業補助金交付要綱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

青少年団体補
助対象事業参

加者数

単位

人

500

実績 62 52

目標 700 700 300 300

青少年団体活動補助事業 243 0

こども未来発見事業

細事業名称 ５年度 差引（増減） 増減説明

課長 係長 生涯学習支援

細事業合計 543 551

本資料は、公正・適正に作成しました。 中村　一己 真栄田　久恵 横田　華世

▲ 8

細事業
（事業内訳）

15

単位 目標

事業スケジュール

平成６年：事業開始
以降、旭区子ども会育成連絡協議会及び旭区ボーイスカウト・ガールスカウト連絡会の事業に毎年度補助金を交付
平成23年：天文教室（後にサイエンス教室に名称変更）開始
令和３年：実験教室、プログラミング教室　開始



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

16

単位 目標

事業スケジュール

・平成16年度：育児講座事業開始
・平成18年度：子育て支援情報PR事業開始
・平成20年度：こんにちは赤ちゃん訪問記念品事業開始
・令和元年度：タブレット利用情報提供事業開始

課長 係長 こども家庭

細事業合計 3,907 4,044

本資料は、公正・適正に作成しました。 松田　悟 名倉　孝典 齋藤　晶

▲ 137

細事業
（事業内訳）

子育て支援情報PR事業 1,053 ▲ 78 局事業活用による減

乳幼児健診における育児講座

細事業名称 ５年度

348 0

出生数の減

差引（増減） 増減説明

こんにちは赤ちゃん訪問記念品事業 488 520

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

子育て等の相談先
がある保護者の割
合

単位

％

94

実績 - -

目標 - - - 94 94 94

決
算

3,856 4,345 4,269

3,856 4,345 4,269

事業概要
　妊娠期からの「親育ち」や他者とのつながりの中で安心して子育てができるよう、気軽に子育ての相談ができる窓口や地域における
子育て資源の情報を様々な方法により提供します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　目標達成に向けた施策【地域の力】

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①都市化や核家族化が進む中で、地域の中で孤立しがちな養育者や育児に不安を抱えている養育者が増加しているため、行政や地域に
よる育児支援が不可欠になっています。特に旭区は、ひとり親家庭や養育者の精神疾患、子どもの障害などが多い状況です。

②子育ての相談ができる窓口や地域における子育て資源の情報を様々な方法で提供することにより、子育てをする上で様々な困難を抱
えている家庭をはじめとした子育て世帯を支援します。
　本事業は「安心して妊娠・出産・子育てができる環境づくりが進んでいること」、「乳幼児の健康が保持・増進されていること」、
「地域ぐるみで子育てを温かく見守る環境づくりが進んでいる」を目的としています。

根拠・データ等

・旭区出生数【横浜市統計書】
＜実績推移＞２年度1,512人、３年度1,431人、４年度1,400人（見込）、５年度1,400人（見込）
・こども家庭支援課窓口相談件数
＜実績推移＞２年度21,429人、３年度22,902人、４年度20,000人（見込）、５年度20,000人（見込）

事業指標 年度

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等 母子保健法、児童福祉法

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

3,926 4,210 4,309 3,907 3,907 3,907

3,926 4,210 4,309 3,907 3,907 3,907

令和４年度 4,044 0 0 0 4,044
0 0 3,907

財　源　内　訳

地域の子育て支援
の場を利用してい
る親子の割合

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

50 50

実績 - -

令和５年度 3,907 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 こども家庭支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費
子育て・子ども・青少年育
成費

事業評価書番号

▲ 32

実績

タブレット利用情報提供 348

2,096 2,123 ▲ 27 実績に基づく報償費の減

975

４年度

単位

％

1

△ 137 0 0 0 0 0 △ 137

県

目標 - - - 50 50

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

子育て支援情報提供事業



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

係

17

単位 目標

▲ 1

事業スケジュール

・平成３年度：地域育児（赤ちゃん教室）事業開始
・平成14年度：妊娠期支援事業開始
・平成18年度：子育て支援連絡会事業開始
・平成25年度：発達障害児等支援事業開始
・平成26年度：ひとり親家庭相談支援事業開始
・平成28年度：困難を抱える若者支援事業開始　・平成30年度：児童虐待予防事業開始

消耗品費の減

困難を抱える若者支援事業 144 96 48 講演会開催による増

課長 係長 こども家庭

細事業合計 3,635 3,686

本資料は、公正・適正に作成しました。 松田　悟 名倉　孝典 齋藤　晶

▲ 51

細事業
（事業内訳）

妊娠期支援事業 294 131 新規印刷物作成による増

地域育児（赤ちゃん）教室

ひとり親家庭相談支援事業 495 496

細事業名称 ５年度

子育て支援連絡会

743 ▲ 138 実績に基づく報償費の減

226 233 ▲ 7 消耗品費の減

実績に基づく報償費の減

差引（増減） 増減説明

児童虐待予防事業 671 726

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

子育て等の相談先
がある保護者の割
合

単位

％

94

実績 - -

目標 - - - 94 94 94

決
算

2,947 2,719 3,183
2,947 2,719 3,183

事業概要
養育者を対象に、育児に関する様々な教室等を開催し、子育て世代の支援を実施します。また、ひきこもり等の困難を抱える若者の社
会参加への支援を実施します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　目標達成に向けた施策【地域の力】

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①都市化や核家族化が進む中で、地域の中で孤立しがちな養育者や育児に不安を抱えている養育者が増加しているため、行政や地域に
よる育児支援が不可欠になっています。

②育児不安を抱える養育者を適切に把握し、必要な支援につなげられるよう、支援者の知識・技能の向上と見守りのネットワークの強
化を進めます。さらに、発達障害等に関する養育者や地域の支援者などの理解促進を図り、健やかな子どもの発達を支援します。ま
た、ひきこもり等の困難を抱える若者が社会参加を支援します。
　本事業は、「安心して妊娠・出産・子育てができる環境づくりが進んでいること」、「乳幼児の健康が保持・増進されているこ
と」、「地域ぐるみで子育てを温かく見守る環境づくりが進んでいる」、「子どもの命と権利が守られていること」「困難を抱える若
者が社会的に孤立せず自立した生活を送っていること」を目的としています。

根拠・データ等
・旭区出生数【横浜市統計書】
＜実績推移＞２年度1,512人、３年度1,431人、４年度1,400人（見込）、５年度1,400人（見込）

事業指標 年度

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等 母子保健法、児童福祉法

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

3,106 3,487 3,520 3,635 3,635 3,635
3,106 3,487 3,520 3,635 3,635 3,635

令和４年度 3,686 0 0 0 3,686
0 0 3,635

財　源　内　訳

地域の子育て支援
の場を利用してい
る親子の割合

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

50 50

実績 - -

令和５年度 3,635 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 こども家庭支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費
子育て・子ども・青少年育
成費

事業評価書番号

▲ 55

実績

発達障害児等支援事業 605

1,069 1,098 ▲ 29 消耗品費の減

425

４年度

単位

％

1

△ 51 0 0 0 0 0 △ 51

県

目標 - - - 50 50

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

子育て・若者支援事業



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

単位

％

1

△ 110 0 0 0 0 0 △ 110

県

目標 - - - 50 50

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

保育所地域子育て支援事業

0

実績

地域交流事業 1,319

771 784 ▲ 13 実績に基づく減

3,062

４年度

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 こども家庭支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費
子育て・子ども・青少年育
成費

事業評価書番号 該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

地域の子育て支援
の場を利用してい
る親子の割合

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

50 50

実績 - -

令和５年度 5,696 0 0 28 5,668
令和４年度 5,806 0 0 28 5,778

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

6,664 6,126 5,839 5,696 5,696 5,696

6,621 6,089 5,839 5,696 5,696 5,696

94 94

決
算

5,238 3,564 4,438

5,217 3,564 4,438

事業概要
養育支援の強化を目的として、臨床心理士による民間保育所等での相談支援や保育施設等を対象とする研修を実施し、また、子育て応
援イベントや保育所における施設開放、絵本の貸出、育児相談等の地域子育て支援事業を行います。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　目標達成に向けた施策【地域の力】

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①養育力低下に伴う家族支援の必要性が高まり、発達障害等で保護者や子どもへの対応が困難な事例が増加しているため、保育所にお
いても臨床心理士等の専門家と協働して対応することが求められています。また、核家族化が進み、地域とのつながりが希薄になる中
で、家庭で子育てをしている養育者の中には、身近に相談できる人がいないため地域で孤立したり、育児不安を抱えている方も多く、
地域の保育資源である保育所を有効活用した子育て支援を進めることが必要です。

②臨床心理士による相談支援や研修を通し、保育所等の子どもへの理解、支援力の向上を目指します。また、子育て応援イベントや保
育所における地域子育て支援を行うことで、地域の育児力の向上、養育者の地域での孤立防止につなげます。
　本事業は、保育所等の「保育・幼児教育の質が確保され、かつ向上していること」を目的としています。

根拠・データ等
・旭区出生数【横浜市統計書】
＜実績推移＞２年度1,512人、３年度1,431人、４年度1,400人（見込）、５年度1,400人（見込）

事業指標 年度

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市認定こども園及び保育所地域子育て支援事業実施要綱、旭区市立保育所ランチ交流事業実施要綱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

子育て等の相談先
がある保護者の割
合

単位

％

94

実績 - -

目標 - - - 94

保育所を活用した養育支援強化事業 3,091 ▲ 29 実績に基づく減

保育のひろば事業

細事業名称 ５年度

1,387 ▲ 68 実績に基づく減

差引（増減） 増減説明

保育園ネットワーク環境整備事業 544 544

課長 係長 こども家庭

細事業合計 5,696 5,806

本資料は、公正・適正に作成しました。 松田　悟 名倉　孝典 齋藤　晶

▲ 110

細事業
（事業内訳）

18

単位 目標

事業スケジュール
・平成18年度：地域交流事業開始
・平成23年度：保育のひろば事業開始
・平成24年度：保育所を活用した養育支援強化事業開始



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

単位

％

1

2,400 0 0 0 0 0 2,400

県

目標 - 16.0 16.5 17.0 17.5

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

地域福祉保健計画事業

実績

きらっとあさひ福祉大会 377

278 278 0

3,433

４年度

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 福祉保健
新規拡充 □ 新規 ☑ 拡充

自主企画事業費 地域福祉保健推進費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

きらっとあさ
ひプラン認知

度

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

18.0 18.5

実績 H30年度：15.0 -

令和５年度 4,088 0 0 0 4,088
令和４年度 1,688 0 0 0 1,688

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

5,039 4,137 3,216 4,088 4,088 4,088

5,039 4,137 3,216 4,088 4,088 4,088

47,000 47,500

決
算

4,196 3,011 2,534

4,196 3,011 2,534

事業概要
「地域で支え合い安心して自分らしく暮らせるまち旭区」を目指し、区民・事業者・行政・社会福祉協議会・地域ケアプラザ等が協働し、
第４期旭区地域福祉保健計画の推進に一体となって取り組みます。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策の３つの柱　２地域の柱　地域で支え合い安心して自分らしく暮らせるまち

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　令和３年度から７年度を計画期間とする第４期きらっとあさひプラン（第４期旭区地域福祉保健計画）を推進しています。
区全域計画、地区別計画ともに計画を着実に推進するため、関係団体への意見聴取の機会の確保、地区推進組織や推進チーム、庁内向けの
研修を実施します。
　また、第３期推進時より、きらっとあさひプラン（旭区地域福祉保健計画）の区民への認知度が低いことが課題となっており、より多く
の区民に計画を知ってもらい、身近な計画であることを理解してもらう必要があります。ホームページや広報紙などの既存の媒体を活用し
た広報を引き続き行うとともに、今後の計画の推進・策定を見据え、より戦略的な情報発信を行うための調査を実施します。

根拠・データ等

平成30年度旭区区民意識調査結果（計画の認知度）
　地区ごとの計画も含めて知っている　1.1％
　概要は知っている　　　　　　　　　3.7％
　名前は聞いたことがある　　　　 　10.2％

事業指標 年度

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等 社会福祉法、第４期横浜市地域福祉保健計画、第４期旭区地域福祉保健計画、旭区地域福祉保健推進会議運営要綱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

区内ケアプラザ・
拠点における福祉
保健活動の利用者
数

単位

人

48,000

実績 39,069 45,270

目標 - - 46,000 46,500

地域福祉保健計画推進・普及啓発事業 1,033 2,400
情報発信にかかる調査の
実施による増

地域福祉保健推進会議

細事業名称 ５年度

377 0

差引（増減） 増減説明

課長 係長 事業企画担当

細事業合計 4,088 1,688

本資料は、公正・適正に作成しました。 石津　雄一郎 伊藤　大亮 緒方　信也

2,400

細事業
（事業内訳）

19

目標

事業スケジュール

令和２年度：第３期旭区地域福祉保健計画推進、第４期旭区地域福祉保健計画策定
令和３年度：第４期地域福祉保健計画策定・推進
令和４年度：第４期旭区地域福祉保健計画推進
令和５年度：第４期旭区地域福祉保健計画推進



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

20

事業スケジュール

令和元年度　民生委員・児童委員、主任児童委員　一斉改選
令和４年度　民生委員・児童委員、主任児童委員　一斉改選
令和７年度　民生委員・児童委員、主任児童委員　一斉改選
令和10年度　民生委員・児童委員、主任児童委員　一斉改選

課長 係長 福祉保健

細事業合計 3,280 3,682

本資料は、公正・適正に作成しました。 石津　雄一郎 江原　春彦 薄井　俊明

▲ 402

細事業
（事業内訳）

ジュニアボランティア体験事業～民生
委員とともに～

2,227 17
参加者数増見込みによる
郵送数の増。

民生委員活動支援事業

細事業名称 ５年度 差引（増減） 増減説明

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

ジュニアボラ
ンティア
経験者数

単位

人

300

実績 中止 157

目標 300 300 300 300 300 300

決
算

2,312 2,886 2,961

2,312 2,886 2,961

事業概要
民生委員・児童委員や主任児童委員の活動を支援することにより、地域のつながりづくりを推進します。また、活動内容や制度が地域
住民に広く理解されるよう普及啓発を行います。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策　安心・健やかな暮らしの推進

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　民生委員・児童委員は、厚生労働大臣の委嘱を受け、地域住民の福祉や生活支援活動を進めています。それぞれ担当する区域内で、
高齢者、児童、母子、障害者・児等の福祉や、経済的に困っている人の支援など、地域での福祉活動を推進しています。そのほか、ボ
ランティア活動や協同募金運動への協力・支援、生活福祉資金の貸付けの相談等にも活躍しています。
　地域住民と福祉保健センター等関係行政機関との連絡・協力など、同じ地域に共に生活する市民の立場から、地域と行政とのつなぎ
役として、民生委員・児童委員は福祉増進のための幅広い活動を行なっています。さらに、児童福祉法により児童委員を兼ねており、
将来の社会を担う児童を、心身ともに健全で、思いやりのある青少年に育成するため、積極的な活動を推進しています。また、児童福
祉を専門的に扱う主任児童委員が配置され、児童虐待等の問題の解決に積極的に関わっています。
　地域の高齢化率の上昇、ひとり暮らし高齢者数や児童虐待件数の増加に伴い、民生委員・児童委員の見守りや相談支援が必要な世帯
も増加し、加えて、社会状況の変化により相談内容は複雑化・多様化しています。その状況に対し、年齢要件によるベテラン民生委
員・児童委員の退任や、年齢要件を満たしていたとしても、就労・育児・家事・介護等との両立による民生委員業務への負担感増か
ら、民生委員・児童委員の「なり手不足」が深刻化しています。
　民生委員・児童委員が活動しやすい環境を整備し、適切にサポートを行なうとともに、活動内容の周知・啓発を広く実施すること
で、新たな「なり手」を確保していきます。

根拠・データ等

民生委員・児童委員数および主任児童委員数（旭区）
平成29年度　民生委員・児童委員→270名（定数292）、主任児童委員→39名（定数40）、合計309名（定数332）
平成30年度　民生委員・児童委員→273名（定数293）、主任児童委員→38名（定数40）、合計311名（定数333）
令和元年度　民生委員・児童委員→257名（定数293）、主任児童委員→35名（定数40）、合計292名（定数333）
令和２年度　民生委員・児童委員→267名（定数293）、主任児童委員→36名（定数40）、合計303名（定数333）
令和３年度　民生委員・児童委員→272名（定数293）、主任児童委員→36名（定数40）、合計293名（定数333）

事業指標 年度

事業開始年度 平成12年度

根拠法令・方針決裁等 ジュニアボランティア体験事業補助金交付要綱、ゆかいなコンサート支援事業補助金交付要綱

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

2,371 2,909 3,203 3,280 3,280 3,280

2,371 2,909 3,203 3,280 3,280 3,280

令和４年度 3,682 0 0 0 3,682
0 0 3,280

財　源　内　訳

民生委員・主
任児童員の委

嘱人数

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

333 333

実績 303 293

令和５年度 3,280 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 福祉保健
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 地域福祉保健推進費
事業評価書番号

1,036 1,455 ▲ 419 一斉改選終了に伴う減

2,244

４年度

単位

人

1

△ 402 0 0 0 0 0 △ 402

県

目標 333 333 333 333 333

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

地域のつながりづくりに向けた民生委員の活動支援事業



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

係

単位

％

1

18 0 0 0 0 0 18

県

目標 12 12 12 12 12

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

健康生活支援事業

88

実績 90.3 88.0

働き・子育て世代の健康応援事業 1,019

140 146 ▲ 6 事業費見直しに伴う減

90 90 90 90

331

４年度

90

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 福祉保健
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 地域福祉保健推進費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

喫煙者の割合

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

12 12

実績 18.1 18.1

令和５年度 2,686 0 0 0 2,686
令和４年度 2,668 0 0 0 2,668

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

2,962 3,707 2,783 2,686 2,686 2,686
2,962 3,707 2,783 2,686 2,686 2,686

34 34

決
算

2,842 1,893 1,646
2,842 1,893 1,646

事業概要 健康寿命延伸を目標に運動・栄養・歯科・禁煙推進など生活習慣病の予防を区民に働きかけます。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策の３つの柱　地域の力

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

・平成25年度に第２期健康横浜21が策定され、単に寿命を延ばすというだけではなく、健康寿命を延伸させることが求められ、
生活習慣病予防、運動習慣推進、口腔ケア、禁煙支援・受動喫煙防止、食育推進等の活動に取り組む必要があります。また、次
世代の健康にも影響を及ぼすと考えられる働き・子育て世代を中心に積極的に健康づくりを推進していく必要があります。
・平成30年度からスタートした「よこはま健康アクションStage２」に基づき、働き・子育て世代からの健康づくりや、地域活
動を通した健康づくり、受動喫煙防止の取り組みなど10の取り組みの推進を強化する必要があります。

根拠・データ等

　平成28年度「市民意識調査」では、「意識して運動をしていない人」と「主観的健康観」が第17位と他区に比較すると、健康
についての数値が低い状況でした。また平成30年度の「旭区民意識調査」でも、40才代以下は50才代以降と比較するとウォーキ
ングや、運動する習慣が低い値です。令和２年度「市民意識調査」では、成人期の男女共に運動する習慣がある人の割合は低
く、バランスよく食事を食べる割合も前回調査よりも全項目において低下しており、働き子育て世代の健康づくりが旭区の課題
となっています。
　また、むし歯のない３歳児の割合や、成人の喫煙率も、第２期健康横浜21の目標値より低い数値です。特に喫煙率は18.1％と
健康横浜21策定時からは５％の改善が見らるものの目標の12％には到達できていない状況です。

事業指標 年度

事業開始年度 平成19年

根拠法令・方針決裁等 健康増進法、食育基本法、母子保健法、第２期健康横浜21、女性の健康習慣実施要綱（厚生労働省）

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

ウォーキング
等による運動
「令和２年度
健康に関する
市民意識調

査」「20～64
歳で１日30

分・週２回以
上の運動を１
年間継続して
いる者の割合
(全体)」より

単位

％

34

実績 27.1 27.1

目標 34 34 34 34

ウォーキング推進事業 106 225 内容追加による増

健康づくり環境整備

禁煙推進・受動喫煙防止啓発推進事
業

201 182

細事業名称 ５年度

歯周病予防教室

1,178 ▲ 159
印刷媒体の変更による
減

0 149 ▲ 149
局予算への統合による
減

実施回数及び内容追加
による増

差引（増減） 増減説明

親子歯みがき教室 722 634

課長 係長 健康づくり係

細事業合計 2,686 2,668

本資料は、公正・適正に作成しました。 石津　雄一郎 藤本　恵子 宇田川　政治

18

細事業
（事業内訳）

21

虫歯のない３
歳児の割合

単位

％

目標 90 90

19

事業スケジュール
・平成19年度：事業開始
・令和５年度：各種事業実施

配布物品追加による増

おにぎりあさひくんの人形劇、食育
啓発事業

273 273 0



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

単位

%

1

142 0 0 0 0 0 142

県

目標 15 20

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

認知症をみんなでささえるまちづくり事業

実績

1,326 1,105 221 普及啓発物品の増

181

４年度

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 高齢・障害支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 地域福祉保健推進費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

認知症ケアパ
スガイドの認

知度

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

20 30

実績

令和５年度 1,507 0 0 0 1,507
令和４年度 1,365 0 0 0 1,365

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

937 1,197 1,308 1,600 1,600 1,600

937 1,197 1,308 1,600 1,600 1,600

60 70

決
算

891 1,131 941

891 1,131 941

事業概要
地域の様々な活動を促進し、地域や関係機関の支えあいにより、認知症になっても安心して暮らし続けることができる地域づくりを進
めます。

運営方針等との関連 令和4年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策　地域の力

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　旭区は高齢者数72,303人（市内２位）、高齢化率29.6％（市内3位）、認知症者数は概算で7,502人(要介護認定者の54.2%)となってい
ます。今後高齢者数はますます増加し、2025年（令和７年）には約73,600人と推計されており、高齢化率の増加に合わせて認知症患者
数と介護する家族数の増加が見込まれます。認知症の早期発見、早期対応ができるように身近な相談機関の普及啓発を行うことで、認
知症になっても、家族や本人が安心して地域で生活できるよう、区民が認知症という病気を正しく理解し、認知症の人や介護者みんな
で支えるまちづくりを推進します。

根拠・データ等

・旭区65歳以上の高齢者数
　＜実績推移＞２年度72,369人(29.5%)、３年度72,303人(29.6%)、４年度73,728人(31%)(推計)、５年度73,765人(31.2%)(推計)
・旭区認知症高齢者（要介護認定認定者のうち認知症自立度Ⅱa以上）
　＜実績推移＞２年度　7,502人　３年度　7,502人　４年度　7,400人（見込）　５年度　7,400人（見込）
・認知症高齢者SOS登録者数
　＜実績推移＞２年度　225人、３年度　213人、４年度　280人（見込）、５年度　300人（見込）

事業指標 年度

事業開始年度 平成16年度

根拠法令・方針決裁等 精神保健福祉法、横浜市福祉保健センター精神保健福祉業務実施要綱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

講演会参加者
の満足度

単位

%

70

実績

目標 60

地域活動の推進 260 ▲ 79
オンライン開催に伴う資
料作成の減

啓発活動の展開

細事業名称 ５年度 差引（増減） 増減説明

課長 係長 高齢者支援担当

細事業合計 1,507 1,365

本資料は、公正・適正に作成しました。 國分　忠博 太田　みどり 松岡　愛

142

細事業
（事業内訳）

22

単位

箇所

目標

事業スケジュール
R５年度予定
地域支援連絡会（７月）、認知症実行委員会（６月、12月）、旭区版認知症ケアパス増刷（7月）、介護者のつどい＆認知症カフェ一覧
増刷（8月）、オレンジウィーク・認知症パネル展（９月）、認知症講演会（11月）、協賛店ステッカー配布（２月）



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

23

単位 目標

事業スケジュール

区老人クラブとの共催事業
・健康を進める運動講演会（６月）　・輪投げ大会（６月）　・友愛活動員研修会（７月）
・囲碁・将棋大会（10月）　・単位クラブ役員研修会（12月）　・会長研修会（１月）
・ことぶき大学（２月）　・趣味の作品展（２月）　・いきいき活動慰安大会（３月）

課長 係長 高齢・障害サービス

細事業合計 746 856

本資料は、公正・適正に作成しました。 國分　忠博 吉田　健太郎 鈴木　泰子

▲ 110

細事業
（事業内訳）

老人クラブ支援事業 808 ▲ 105
昨年度実績等による委託
費の見直し

友愛活動員支援事業

細事業名称 ５年度 差引（増減） 増減説明

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

参加者満足度
アンケート

単位

％

70

実績

目標 60 60 70

決
算

481 207 465

481 207 465

事業概要
高齢者が住み慣れた地域で、健康で生きがいを見出した活動ができるよう、老人クラブ・友愛活動への支援等を行うことにより、地域
高齢者福祉の推進を図ります。

運営方針等との関連 令和３年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策　安心・健やかな暮らしの推進

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

旭区は高齢者が72,303人と市内で２番目に多く、急速に進行する高齢社会において、高齢者が健康で生きがいを見出した活動を地域の
中で実施できるよう支援する必要があります。
旭区老人クラブ連合会は、市内最大の約9,000人の会員を擁しており、地域高齢者福祉活動の推進に大きく寄与しています。一方で、新
規会員の確保が旭区老人クラブ連合会の喫緊の課題となっており、クラブ活動のPRなど、会員の加入促進に向けた取組が必要です。

根拠・データ等
旭区老人クラブ
・クラブ数　令和４年４月１日時点　137クラブ、令和３年４月１日時点　139クラブ、令和２年４月１日時点　141クラブ
・会員数　令和４年４月１日時点　8,859人、令和３年４月１日時点　9,354人、令和２年４月１日時点　9,786人

事業指標 年度

事業開始年度 平成６年度

根拠法令・方針決裁等 老人福祉法

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

487 245 856 746 746 746

487 245 856 746 746 746

令和４年度 856 0 0 0 856
0 0 746

財　源　内　訳

会員の健康維
持割合（アン

ケート）

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

70 70

実績

令和５年度 746 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 高齢・障害支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 地域福祉保健推進費
事業評価書番号

実績

43 48 ▲ 5
在庫活用等による消耗品
費の見直し

703

４年度

単位

％

1

△ 110 0 0 0 0 0 △ 110

県

目標 60 60

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

高齢者生きがいづくり支援事業



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位

％

1

△ 437 0 0 0 0 0 △ 437

県

目標 60 60 60

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

障害者ネットワーク推進事業

実績

1,051 1,488 ▲ 437
令和３年度実績による委
託費の減

60 60 60 60

276

４年度

60

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 高齢・障害支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 地域福祉保健推進費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

地域精神保健
福祉講座参加

満足度

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

60 60

実績

令和５年度 1,327 0 0 0 1,327
令和４年度 1,764 0 0 0 1,764

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

1,026 2,026 2,326 1,350 1,350 1,350

1,026 2,026 2,326 1,350 1,350 1,350

60 60

決
算

809 1,643 1,327

809 1,643 1,327

事業概要
関係機関との連携強化、当事者の社会参加支援及び地域に対する精神障害についての普及啓発を行うことで、精神障害のある方が地域
で安心して暮らせるような地域づくりを推進します。

運営方針等との関連 令和4年度旭区運営方針　Ⅱ目標達成に向けた施策　地域の力

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

旭区は、精神障害者の数が6,787人（市内５位）、精神科病院の病床数1,430床（市内１位、市の約28％が集中）となっており、精神障
害者は今後さらに増加が見込まれます。そのため、精神障害者が病院や施設等から地域移行することを推進し、その後も安心して地域
で暮らし続けていける地域づくりが必要です。

根拠・データ等

○精神障害者把握数　　　：旭区　令和４年３月31日時点　6,787人、令和３年３月31日時点　6,609人、
　　　　　　　　　　　　　　　　令和２年３月31日時点　6,405人
○精神保健福祉手帳交付数：旭区　令和４年３月31日時点　3,062人、令和３年３月31日時点　2,864人、
　　　　　　　　　　　　　　　　令和２年３月31日時点　2,776人
○自立支援医療受給者数　：旭区　令和４年３月31日時点　4,889人、令和３年３月31日時点　5,155人、
　　　　　　　　　　　　　　　　令和２年３月31日時点　4,502人

事業指標 年度

事業開始年度 平成11年度

根拠法令・方針決裁等 障害者総合支援法、精神保健福祉法、旭区ふれあいスポーツ事業補助金交付要綱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

精神保健福祉
セミナー参加

満足度

単位

％

60

実績

目標 60 60

関係機関連携強化・社会参加支援事業 276 0

普及啓発事業

細事業名称 ５年度 差引（増減） 増減説明

課長 係長 障害者支援担当

細事業合計 1,327 1,764

本資料は、公正・適正に作成しました。 國分　忠博 篠崎　晋也 篠崎　晋也

▲ 437

細事業
（事業内訳）

24

障害者施設健
康増進出前講
座参加満足度

単位

％

目標

事業スケジュール

令和５年度予定
ふれあいスポーツ大会（６月、10月）
精神科嘱託医派遣（５月、７月、９月、11月、１月、３月）
精神保健福祉セミナー（２月）
精神保健福祉講座（年２回）
健康増進出前講座（年５回）



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

1

△ 5 0 0 0 0 0 △ 5

県

目標

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

ＤＶ対策事業

実績

909

４年度

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 こども家庭支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 地域福祉保健推進費
事業評価書番号 該当なし

予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

財　源　内　訳

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

実績

令和５年度 909 0 0 0 909
令和４年度 914 0 0 0 914

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

892 852 927 914 914 914

892 852 927 914 914 914

72 72

決
算

891 886 942

891 886 942

事業概要
ＤＶ被害女性の心理的ケアや自立支援を目指し、女性弁護士によるＤＶ法律相談及び臨床心理士による個別カウンセリングを実施しま
す。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　目標達成に向けた施策【安心・安全】

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①女性福祉相談で対応する相談は、パートナーからの身体・精神的な暴力に関する内容だけではなく、経済的不安や子どもへの影響な
ど内容は複雑多岐に渡っています。被害女性は、心的外傷後ストレス障害を抱えていたり、離婚や親権などの法律的な問題を抱えてい
たりすることが多く、心理的ケアや法的知識など専門的知見からの支援を必要とします。また、児童虐待の問題を併せ持つことが多い
ため、関係機関と連携し、的確に支援する必要があります。

②ＤＶ被害女性の心理的ケアや自立支援を行うとともに、離婚や親権の問題など、法律的問題の解決につなげます。
　本事業は「DV被害者やその子どもの安全・安心が確保されている」を目的としています。

根拠・データ等
・女性福祉相談の推移
＜実績推移＞２年度561人、３年度536人、４年度500人（見込）、５年度500人（見込）

事業指標 年度

事業開始年度 平成14年度

根拠法令・方針決裁等 ＤＶ防止法、児童虐待の防止等に関する法律、旭区児童虐待・ＤＶ防止連絡会設置要綱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

法律相談・個
別カウンセリ

ング

単位

人

72

実績 48 54

目標 72 72 72 72

ＤＶ相談事業 914 ▲ 5 実績による減

細事業名称 ５年度 差引（増減） 増減説明

課長 係長 こども家庭

細事業合計 909 914

本資料は、公正・適正に作成しました。 松田　悟 名倉　孝典 齋藤　晶

▲ 5

細事業
（事業内訳）

25

単位 目標

事業スケジュール 平成14年度：ＤＶ相談事業開始



(様式3-1） №

区 課

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

26

飼主のいない猫
(子猫)保護頭数

単位

頭

目標 60 60

事業スケジュール

平成19年度　「食の安全事業」事業開始
令和３年度　「飼い主のいない猫対策」事業開始
平成15年度　「動物との共生事業」事業開始
平成24年度　「ハチの駆除サポート」「災害時ペット対策」事業開始

課長 係長 食品衛生

細事業合計 1,112 1,190

本資料は、公正・適正に作成しました。 古厩　忠良 内田　裕美 筧　佳世子

▲ 78

細事業
（事業内訳）

食の安全・安心サポート事業 280 ▲ 39
局からの配付品を活用の
ため減

飼い主のいない猫対策事業

細事業名称 ５年度

54 130 事業拡充のため増

機材の既存品活用のため
減

差引（増減） 増減説明

ハチの駆除サポート事業 91 130

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

講習会参加者の
自主衛生管理の

取組率

単位

％

90

実績

目標 60 65 70 75 80 85

決
算

615 844 930
615 844 930

事業概要 平時及び災害時の区民の安全で安心な食と生活環境づくりを支援します。

運営方針等との関連 令和４年度旭区運営方針　Ⅲ目標達成に向けた組織運営　安心・健やかな暮らしの推進

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①・食中毒予防に加え、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大防止のために飲食店は衛生管理に努める必要があります。また、地域行事やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ給食
等福祉活動の再開にあたり、従事する調理者に対して食中毒予防の観点から継続的に支援を行っていく必要があります。
・飼い主のいない猫に関する相談が多い状況が続いています。猫は繁殖制限した上で適切に給餌管理することで、ﾄﾗﾌﾞﾙ防止につなげる
ことができますが、適切な給餌や管理ができておらず、猫が増えて衛生環境に課題を抱える地域があります。
・旭区の犬の登録数は約12,000頭、猫や他の動物も数多く飼育されています。災害時には多くの飼い主がﾍﾟｯﾄを連れて地域防災拠点に
避難することが予想されますが、ﾍﾟｯﾄ同行避難者の受入体制が整備されていない地域防災拠点があります。また、飼い主のﾌﾝ尿ﾏﾅｰに関
するﾄﾗﾌﾞﾙにより相談が増えています。
・旭区は老年人口比率が高く(旭区29.5%/横浜市24.8%)、高齢者世帯等ではｱｼﾅｶﾞﾊﾞﾁの巣の自主駆除ができず刺傷事故につながる可能性
があります。
②・飲食店に対しては、衛生管理状況等の監視支援を強化し、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等の調理者には、食中毒予防を啓発することで、食中毒の発生を
防ぎます。
・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの協力を得ながらTNR活動をさらに推進し、TNR後の適切な管理について周知した結果、猫が増えなくなり、子猫の保護頭数が
減少します。また、地域猫活動が普及、地域でこの問題に対応する体制が構築され、ﾄﾗﾌﾞﾙが防止できます。
・一時飼育場所選定、訓練実施支援を行うことで、拠点のﾍﾟｯﾄ受入体制整備を図り、災害時にﾍﾟｯﾄ同行避難者が避難できない状況にな
ることを回避します。また、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱにより防犯ﾊﾟﾄﾛｰﾙを兼ねたﾏﾅｰ普及活動を行うことで、犬の飼主の飼育ﾏﾅｰを向上させ、ﾄﾗﾌﾞﾙが防
止されます。
・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱによる駆除支援を続けることで、ﾊﾁ刺傷事故が減少します。

根拠・データ等

・講習会参加人数（回数）H30年度394人（13回）、R元年度383人（11回）、R2年度25人（2回）、R3年度中止
・猫に関する相談件数/飼い主のいない猫に関する相談件数
　H30年度264件/196件、R元年度233件/195件、R2年度349件/287件、R3年度503件/428件
・犬登録頭数/犬に関する相談件数
　H30年度12328頭/176件、R元年度12191頭/167件、R2年度11958頭/141件、R3年度11631頭/622件
・ハチ相談件数/刺傷事故数
　H30年度391件/24件、R元年度296件/10件、R2年度241件/9件、R3年度290件/6件

事業指標

事業開始年度 平成15年度

根拠法令・方針決裁等 食品衛生法、狂犬病予防法、動物の愛護及び管理に関する法律

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減

予
算

615 655 1,371 1,110 1,110 1,110
615 655 1,371 1,110 1,110 1,110

令和４年度 1,190 0 0 0 1,190
0 0 1,112

財　源　内　訳

犬のフン・尿に
関する相談件数

事業名称

市債 一般財源区　分 金　額 国

70 70

実績 83 93

令和５年度 1,112 0

該当なし
予算区分

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

枝番号 前年度事業名称歳出予算科目 3 2

令和５年度　事業計画書

事業区課 旭 生活衛生
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

自主企画事業費 地域福祉保健推進費
事業評価書番号

▲ 39

実績 61 28

動物適正飼育推進等啓発事業【前年
度：災害時のペット対策等啓発事業】

184

596 726 ▲ 130
機材の既存品活用のため
減

50 50 40 40

241

４年度

40

単位

件

1

△ 78 0 0 0 0 0 △ 78

県

目標 80 80 80 75 75

諸収入
一 般 財 源 等

会計一般

安全で安心な食と生活環境支援事業
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